
農業委員会事務局



事務事業評価シート（令和6・7年度総点検）

課名

係名

入 力 欄

５

１

(2)

無

0.13 人 948 0.13 人 1,000 0.13 人 1,027 0.13 人 1,027

人 0 人 0 人 0 人 0

人 0 人 0 人 0 人 0

点数

2

2

有効性 3

効率性 3

公平性 3

□

☑

□

□

□

□ □ ☑

□ □ ☑

□ □ ☑

今

後

の

展

開

方向性

実施内容 全体の見直しが必要 一部改善の余地あり 現状維持

事業規模（実施回数や範囲など）

評

価

結

果

評価項目　 評価内容

必要性
上位計画（総合振興計画等）への必要性 上位計画に貢献するが、改善の余地がある。

行政関与の必要性 市民や企業・NPOなどが主体的に実施する余地がある。

事業目的及び施策等への有効性 期待される実績や成果をあげている。

上記の方向性を

踏まえた今後の

展開

農業委員会が農地のマッチングをする必要があるため引き続き事業継続していく。

拡大 縮小 現状維持

必要な経費に対する実績及び成果 必要な経費等に対し、十分な実績や成果がある。

予　算 増額 減額 現状維持

（上記の「事業継続方針」①～⑤を選択した理由）

今後の農業者の高齢化や後継者不足も見込まれているため、農地に関しての相談窓口としての受け皿は必要である。

1,027 1,027

市民１人あたりの経費（円） 18 19 19 19

受益と負担の公平性 受益者負担は適正である。

総合評価結果及び事業継続方針 13

①事業継続（廃止・中止検討の余地有） 

②事業継続（廃止・中止検討の余地無 ）

③事業廃止（廃止時期：令和　　年　　月）

④事業中止（中止期間：令和　　年 　  月～　 年　　月）

⑤類似事業との統合（事業名：　　　　　　　　　　　　　）

正規職員

会計年度／臨時職員

再　任　用

総 経 費（A＋B） 948 1,000

そ　の　他

人件費（B) 948 1,000 1,027 1,027

0

一般財源 0 0 0 0

経

費

（

千

円

）

令和５年度（決算額） 令和６年度（決算額） 令和７年度（予算額） 令和８年度（予算要求額）

事業費（A) 0 0 0

国県支出金

地　方　債

現状・課題 相談農地の形状・場所等の事情により、新たな買い手・担い手が見つからない場合がある。

実施内容

（直近1年間）
※可能な限り、実績を数値で明記してください。

・農業委員・農地利用最適化推進委員が相談員として、農地の斡旋等に関しての相談会を月に1度実施した。

・10件の相談を受付（令和6年度）。

目　的 遠方に居住、後継者不在等の理由から、農地を貸したい・売りたい旨の相談があった際は、新たな買い手・担い手を見つけること。

対　象 市民 （「その他」の場合は、具体的内容を記入）⇒

（終了時期未定の場合は、始期のみ）

産業・雇用【活気と魅力あるまちをつくる】

施　策 農業の振興　‐価値を生み出す農業のあるまちをつくります‐

主な取り組み 担い手への農地集積と生産基盤の整備

根拠法令等

事

務

事

業

の

概

要

整理番号 事務事業名 事業の種類 所管

B-115 農地相談会 自治（義務なし）
農業委員会事務局

農地係

総合振興計画上の位置付け 名 称

政　策

（有の場合は、具体的内容を記入）⇒ 

実施期間 恒常的事業

536



事務事業評価シート（令和6・7年度総点検）

課名

係名

入 力 欄

有

0.13 人 948 0.13 人 1,000 0.13 人 1,027 0.13 人 1,027

人 0 人 0 人 0 人 0

人 0 人 0 人 0 人 0

点数

1

3

有効性 3

効率性 3

公平性 3

□

☑

□

□

□

□ □ ☑

□ □ ☑

□ □ ☑

今

後

の

展

開

方向性

実施内容 全体の見直しが必要 一部改善の余地あり 現状維持

事業規模（実施回数や範囲など）

評

価

結

果

評価項目　 評価内容

必要性
上位計画（総合振興計画等）への必要性 上位計画に貢献しない事務事業である。

行政関与の必要性 法律等で行政が直接実施するよう定められている。

事業目的及び施策等への有効性 期待される実績や成果をあげている。

上記の方向性を

踏まえた今後の

展開

引き続き、適正に実施していく。

拡大 縮小 現状維持

必要な経費に対する実績及び成果 必要な経費等に対し、十分な実績や成果がある。

予　算 増額 減額 現状維持

（上記の「事業継続方針」①～⑤を選択した理由）

3,000㎡以上の農地転用の可否については、同会議から意見聴取する必要が農地法上定められているため、現状維持が妥当である。

1,415 1,415

市民１人あたりの経費（円） 24 26 26 26

受益と負担の公平性 受益者負担は適正である。

総合評価結果及び事業継続方針 13

①事業継続（廃止・中止検討の余地有） 

②事業継続（廃止・中止検討の余地無 ）

③事業廃止（廃止時期：令和　　年　　月）

④事業中止（中止期間：令和　　年 　  月～　 年　　月）

⑤類似事業との統合（事業名：　　　　　　　　　　　　　）

正規職員

会計年度／臨時職員

再　任　用

総 経 費（A＋B） 1,319 1,388

そ　の　他

人件費（B) 948 1,000 1,027 1,027

388

一般財源 371 388 388 388

経

費

（

千

円

）

令和５年度（決算額） 令和６年度（決算額） 令和７年度（予算額） 令和８年度（予算要求額）

事業費（A) 371 388 388

国県支出金

地　方　債

現状・課題 農業委員会・県だけでなく農業会議でも審査を行うことにより、三重体制で審査を行っている。

実施内容

（直近1年間）
※可能な限り、実績を数値で明記してください。

13件の農地転用許可申請案件について、埼玉県農業会議主催の常設審議委員会で意見聴取を実施（令和6年度）。

目　的 一定規模の農地転用の申請があった際は、農地法の規定に基づき埼玉県農業会議から意見を聴取すること。

対　象 団体 （「その他」の場合は、具体的内容を記入）⇒

（終了時期未定の場合は、始期のみ）　不明　～　

施　策

主な取り組み

根拠法令等

事

務

事

業

の

概

要

整理番号 事務事業名 事業の種類 所管

C-121 埼玉県農業会議 自治（義務なし）
農業委員会事務局

農地係

総合振興計画上の位置付け 名 称

政　策

（有の場合は、具体的内容を記入）⇒ 農地法

実施期間 恒常的事業
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事務事業評価シート（令和6・7年度総点検）

課名

係名

入 力 欄

無

0.08 人 583 0.08 人 616 0.08 人 632 0.08 人 632

人 0 人 0 人 0 人 0

人 0 人 0 人 0 人 0

点数

2

2

有効性 3

効率性 3

公平性 3

□

☑

□

□

□

□ □ ☑

□ □ ☑

□ □ ☑

今

後

の

展

開

方向性

実施内容 全体の見直しが必要 一部改善の余地あり 現状維持

事業規模（実施回数や範囲など）

評

価

結

果

評価項目　 評価内容

必要性
上位計画（総合振興計画等）への必要性 上位計画に貢献するが、改善の余地がある。

行政関与の必要性 市民や企業・NPOなどが主体的に実施する余地がある。

事業目的及び施策等への有効性 期待される実績や成果をあげている。

上記の方向性を

踏まえた今後の

展開

引き続き、適正に実施していく。

拡大 縮小 現状維持

必要な経費に対する実績及び成果 必要な経費等に対し、十分な実績や成果がある。

予　算 増額 減額 現状維持

（上記の「事業継続方針」①～⑤を選択した理由）

他市との情報共有・連絡・農業委員向けの研修等に協議会は必要である。

705 705

市民１人あたりの経費（円） 12 13 13 13

受益と負担の公平性 受益者負担は適正である。

総合評価結果及び事業継続方針 13

①事業継続（廃止・中止検討の余地有） 

②事業継続（廃止・中止検討の余地無 ）

③事業廃止（廃止時期：令和　　年　　月）

④事業中止（中止期間：令和　　年 　  月～　 年　　月）

⑤類似事業との統合（事業名：　　　　　　　　　　　　　）

正規職員

会計年度／臨時職員

再　任　用

総 経 費（A＋B） 656 689

そ　の　他

人件費（B) 583 616 632 632

73

一般財源 73 73 73 73

経

費

（

千

円

）

令和５年度（決算額） 令和６年度（決算額） 令和７年度（予算額） 令和８年度（予算要求額）

事業費（A) 73 73 73

国県支出金

地　方　債

現状・課題 職員や農業委員・推進委員が出席し、近隣市の農地情勢について情報交換や知識の習得を行っている。

実施内容

（直近1年間）
※可能な限り、実績を数値で明記してください。

・令和6年4月17日　幹事会

・令和6年5月17日　総会

・令和7年2月13日　研修会（講演会）

目　的 羽生市・加須市・行田市の農業委員会で組織するもの。農地法関係法令の情報共有や農業委員等の研修会（講演会）を行うこと。

対　象 団体 （「その他」の場合は、具体的内容を記入）⇒

（終了時期未定の場合は、始期のみ）　

施　策

主な取り組み

根拠法令等

事

務

事

業

の

概

要

整理番号 事務事業名 事業の種類 所管

C-122 北埼玉地区農業委員会協議会参画事務 自治（義務なし）
農業委員会事務局

農地係

総合振興計画上の位置付け 名 称

政　策

（有の場合は、具体的内容を記入）⇒ 

実施期間 恒常的事業

538


